
京都観光に関する市民意識調査 実施業務 応募要領 

 

京都観光に関する市民意識調査実施業務について、公募型プロポーザル方式により、業務

受託候補者の選定を行うため、次のとおり公募を行う。 

 

１ 事業の趣旨 

本市では令和 3 年 3 月に「京都観光振興計画 2025」を策定し、持続可能な観光を目指

した取組を進めている。 

持続可能な観光の実現に向けては、市民生活と観光の調和や、観光による地域への更な

る貢献等により市民の満足度や豊かさの向上を図っていくことが重要であり、現在、観光

政策の基礎資料としている「京都観光総合調査」において実施している観光客に対する満

足度の調査に加え、市民の京都観光に対する意識等を把握していく必要がある。 

以上のことから、「京都観光に関する市民意識調査」として、京都観光に対する市民意

識（市民と観光客の関わり、京都観光が市民にもたらす影響等）を調査する。 

 

２ 業務の名称 

京都観光に関する市民意識調査 実施業務 

 

３ 業務内容 

別紙「仕様書」のとおり 

 

４ 応募資格 

応募の資格者は、次に掲げる要件を全て満たす者とする。 

⑴ 本業務に類似した業務の受託実績があり、業務手法に精通していること。 

⑵ 京都市競争入札参加有資格者であること。 

⑶ 国税及び地方税を滞納していないこと。 

⑷ 地方自治法施行令第１６７条の４第１項各号の規定のいずれにも該当しない者であ

ること。 

⑸ 京都市から競争入札参加停止措置を受けていないこと。 

⑹ 会社更生法第１７条の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法第２１条

の規定による再生手続開始の申立てがなされていない者であること。 

⑺ 京都市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等及び同条第５号に規定す

る暴力団密接関係者でない者であること。 

 

５ 募集期間 

令和６年６月１４日（金）～６月２８日（金）の平日午前９時から午後５時まで 

※ 受付期間の終了後においては、提出書類の内容の変更は受け付けない。 

 

 

 

 

 



６ 契約条件 

⑴ 契約形態 

委託契約とする。 

⑵ 契約期間 

契約日から業務完了日（令和６年１１月頃を予定）まで 

⑶ 委託金額の上限金額 

金２,７００,０００円 

※ 消費税及び地方消費税相当額を含む。 

※ 本業務の実施に係る費用は、全て、上記委託金額の範囲内とする。 

⑷ その他 

ア 企画提案の内容に基づく見積額は、物価の上昇等の正当な理由が無い限り契約時

に増額することは認めない。また、提案内容等を勘案して決定するため、委託契約額

が見積額と同じになるとは限らないことに留意すること。 

イ 受託候補者となった者は、その地位・権利の譲渡ができないものとし、契約締結後、

当該委託業務全ての履行を再委託することは禁止する。ただし、一部の履行を第三者

に委託する必要があるときは、あらかじめ本市の承認を得ることとする。 

 

７ 応募手続等 

⑴ 提出書類等 

ア 提出書類及び提出部数 

(ｱ) 応募申請書（様式１）１部 

(ｲ) 企画提案書（任意様式）７部（正本１部、副本（社名等を記入しないもの）６部）  

様式は定めないが、仕様書を踏まえ、効果的かつ円滑な業務に資する内容の企画

提案書を提出すること。 

企画提案書には、以下の事項については、全てを記載すること。 

○業務の実施方針 

○業務の実施手法 

○業務従事（予定）者（所属・役職・業務経歴・同種又は類似業務実績等） 

○過去５年間の同種又は類似業務の実績 

※提出書類の様式は、Ａ４版縦長横書き（図表等についてＡ３を用いることは可

能。ただし、Ａ４に折り畳むものとする。）にまとめるものとし、７部ともク

リップ等で仮留めして提出すること。 

(ｳ) 応募資格を満たすことを証明する書類 各１部 

〇誓約書（様式２） 

〇履歴事項全部証明書（登記簿謄本）、納税証明書（法人税、消費税及び地方消費

税）（いずれも発行から３か月以内、コピー可） 

(ｴ) 見積書（任意様式） ７部（正本１部、副本（社名等を記入しないもの）６部） 

※宛先は京都市長とすること。 

※提案された業務一切に係る積算根拠を明示すること。 

イ 提出期限 

令和６年６月２８日（金）午後５時（必着） 

 



ウ 提出先 

下記⑵のとおり 

エ 提出方法 

持参又は郵送により、下記⑵へ提出期限まで（必着）に提出すること。 

    ※郵送の場合は、書留郵便で送付すること。 

なお、郵便不着の場合は、応募がなかったものとみなす。 

⑵ 問合せ先及び提出先 

京都市産業観光局観光 MICE推進室 担当：杉林、植山 

〒６０４－０９２４ 

京都市中京区河原町通二条下ル一之船入町３８４番地 ヤサカ河原町ビル７階 

電話：０７５－７４６－２２５５ Ｅ－mail：kanko-mice@city.kyoto.lg.jp 

⑶ 仕様書等に対する質問期限 

応募方法や委託業務の仕様内容等について質問がある場合は、質問書（任意様式） 

を持参若しくは郵送又は電子メールにより提出すること。口頭による質問は受け付け 

ない。 

なお、電子メールの場合は必ず電話での受信確認を行うこと。 

ア 提出先 

上記（２）の担当まで 

イ 提出期限 

令和６年６月１４日（金）～令和６年６月２０日（木）午前９時～午後５時 

※ 期限後の質問は、一切受け付けない。 

ウ 回答方法 

質問に対する回答は、令和６年６月２５日（火）までに京都市のホームページに公

開することによって行う。 

エ 本書及び仕様書等に対して質問できる者は、上記「４応募資格」を満たしている 

者とする。 

⑷ 注意事項 

ア 公募手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

イ 失格となる応募申請書及び提案書 

応募申請書及び提案書が次の事項の一つ以上に該当する場合には失格となる場合

がある。 

なお、失格となった場合は、別途通知するものとする。 

(ｱ) 提出期限、提出先、提出方法に適合しないもの。 

(ｲ) 指定する作成様式及び記載上の留意事項に示された条件に適合しないもの。 

(ｳ) 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの。 

(ｴ) 虚偽の内容が記載されているもの。 

ウ その他 

(ｱ) 全ての提出書類の作成・提出に係る費用は、提案者の負担とする。 

(ｲ) ②提出された企画提案書は、受託候補者の選定以外には、無断で使用しない。 

ただし、提案の内容については、今後の参考にすることがある。 

(ｳ) 提出された書類は、受託候補者の選定を行う作業に必要な範囲において、複製

を作成することがある。 



(ｴ) 提出期限以降における提案書の差し替え及び再提出は認めない。 

(ｵ) 全ての提出書類は、返却しない。 

 

８ 提案の審査・選定等 

⑴ 審査方法 

本市が設置する選定委員会において、以下（２）に示す審査基準に基づき、企画提案

書等の提出書類の審査により（必要に応じてヒアリングを行う。）総合的に評価し、受

託候補者を選定する。 

また、応募者が１者であった場合については、採点結果が一定点数以上（合計点が６

割以上）であり、かつ選定委員会において本業務の受託候補者として適切と判断された

場合、受託候補者として決定する。 

⑵ 審査基準 

以下の１から６までの項目について、それぞれ記載する視点に基づき審査する。 

 審査項目 配点 合計 

１ 

企画提案内容 

・仕様書を十分理解し、提案書の内容が論理的で説得力を持

っているか。 

・京都観光に対する市民意識を把握するための、効果的な提

案がなされているか。 

・調査を適切に行う（的確な回答を得る、被調査者から良い

印象を得る、被調査者の負担を軽減する、必要なサンプル数

を確保する、的確な分析を行う）ための工夫があるか。 

５０点 

１ ０ ０

点 

２ 

業務実施体制 

・業務全体を円滑かつ安定的に遂行できる運営体制がとら

れているか。 

・業務従事（予定）者は、十分な業務実施能力及び業務実施

経験を有しているか。 

・実施スケジュールは、効果的で適切なものとなっているか。 

２０点 

３ 
実 績 

・類似の事例に関わった実績・経験を有しているか。 
１０点 

４ 
見積金額 

・企画に応じた見積金額となっているか。 
５点 

５ 

その他 評価 

・他の企画提案との比較等を踏まえ、創造性又は新規性等に

おいて評価できる要素はあるか。 

 

１０点 

６ 

京都市公契約基本条例との関係 

・本市区域内に本店又は主たる事務所を有する中小企業か

どうか。 

５点 

 

 



⑶ 選定 

選定委員会の審査結果を踏まえて、採択提案を決定する。 

⑷ 通知 

選定結果については、郵送で通知するとともに、ホームページ上にて参加した事業者

及び合計点等を公表する。 

⑸ 契約 

選定委員会において受託候補者に選定された者と見積額の範囲内で交渉のうえ、契

約する。 

なお、契約が不調に終わった場合は、次点の者と交渉するものとする。 

契約内容は、別紙仕様書及び提案書の内容を踏襲するものとする。 

 

９ その他 

・ 委託事業の開始から終了までの間、事業実施方法や進捗状況の確認等、事業の円滑な

実施のために、定期的に本市担当者と連絡調整を行うこと。 

・ 本事業に係る会計実地検査が行われる場合は、協力すること。 

・  本事業を通じて、著作権や特許権等の知的財産権が発生した場合、その権利は全て本

市に帰属するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


